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若
者
が
住
み
た
い
町
に
す

る
た
め
の
施
策
は
。

　
　
　
　
　
　
　

結
婚
・
妊
娠
・

出
産
や
子
育
て
世
帯
へ
の
経
済

的
支
援
に
よ
り
、
子
育
て
し
や

す
い
町
の
充
実
を
図
る
。

　
　

労
働
場
所
の
確
保
は
。

　
　
　
　
　
　
　

新
産
業
立
地

促
進
制
度
、
中
小
企
業
へ
の
資

金
繰
り
支
援
を
適
用
し
、
効
果

を
上
げ
た
。
さ
ら
に
勤
労
者
住

宅
融
資
制
度
の
利
用
で
、
定
住

促
進
も
図
っ
た
。

　
　

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿

は
で
き
た
が
、
そ
の
後
は
。

　
　
　
　
　
　

災
害
前
に
も
有

効
活
用
で
き
る
よ
う
に
「
事
前

提
供
の
同
意
」
を
本
人
に
確
認

し
、
年
度
内
に
支
援
関
係
者
へ

配
布
す
る
予
定
で
あ
る
。

　
　

支
援
関
係
者
に
民
生
委
員

が
い
る
が
、
民
生
委
員
の
配
置

は
、
近
所
付
き
あ
い
の
あ
る
人

に
相
談
で
き
る
「
区
」
割
り
の

方
が
有
効
で
は
。

　
　
　
　
　
　
　

現
状
で
は
、

民
生
委
員
の
配
置
は
住
所
の

「
字
」
を
単
位
と
し
て
い
る
。

　

不
都
合
が
あ
れ
ば
民
生
委
員

と
協
議
し
調
整
す
る
。

　

本
町
に
は
18
の
区
や
多
く
の

団
体
が
あ
り
、
そ
れ
ら
の
団
体

は
、
区
費
や
会
費
な
ど
を
区
民
・

会
員
か
ら
徴
収
し
活
動
を
し
て

い
る
。

　

本
町
も
各
種
団
体
な
ど
の
活

動
に
つ
い
て
は
、
町
単
独
で
支

援
を
し
て
い
る
が
、
そ
の
年
度

の
財
政
状
況
に
よ
っ
て
は
、
苦

し
い
年
度
も
少
な
く
は
な
い
。

　

そ
こ
で
、
積
極
的
に
本
町
以

外
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
・

助
成
金
制
度
を
活
用
す
る
こ
と

に
よ
り
、
利
用
す
る
側
に
と
っ

て
も
、
本
町
に
と
っ
て
も
有
益

に
な
る
と
考
え
る
。

　
　

１
年
間
に
本
町
か
ら
交
付

さ
れ
る
補
助
金
な
ど
の
総
額
は
。

ま
た
、
そ
の
中
で
、
継
続
的
に

交
付
さ
れ
る
額
は
。

　
　
　
　
　
　

平
成
27
年
度
で

は
、
本
町
か
ら
交
付
し
た
補
助

金
な
ど
の
総
額
は
、
３
億
４
８

０
９
万
円
で
あ
り
、
継
続
的
に

交
付
す
る
補
助
金
な
ど
は
、
１

億
８
３
７
０
万
円
で
あ
る
。

　
　

本
町
以
外
の
補
助
金
な
ど

を
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と
で
、

歳
出
削
減
に
繋
が
る
の
で
は
な

い
か
。

　
　
　
　
　
　

国
・
県
の
補
助

制
度
や
民
間
の
地
域
貢
献
目
的

の
助
成
制
度
の
中
で
、
町
の
補

助
制
度
と
重
な
る
事
業
で
あ
れ

ば
、
町
の
補
助
金
を
利
用
せ
ず

に
資
金
確
保
で
き
れ
ば
、
町
補

助
費
は
削
減
で
き
る
。

個人質問町政を問う！

久野 勇 議員若者が住み続けたい環境づくり答

少子高齢化の歯止めとは問

福本 貴久 議員町から３億４８０９万円交付
１年間の補助金などの総額は

答

問

問

問

問 人
口
減
少
と

少
子
高
齢
化
の
対
策
を

継
続
的
に

１
億
８
３
７
０
万
円
交
付

町
の
補
助
費
が
削
減
で
き
る

答

総
務
部
長

答

総
務
部
長

問問答

総
務
部
長

答

健
康
福
祉
部
長

答

健
康
福
祉
部
長

答

生
活
経
済
部
長

問

避
難
行
動
要
支
援
者

名
簿
の
取
り
扱
い
状
況
は
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補助金の上限額などを検討したい

　
　

農
業
未
経
験
者
へ
の
指
導

と
合
わ
せ
、
農
業
課
題
の
解
決

を
目
指
す
農
業
法
人
の
設
立
を

積
極
的
に
進
め
る
べ
き
で
は
。

　
　
　
　

当
町
で
は
、
露
地
野

菜
の
み
の
法
人
は
な
く
、
耕
作

放
棄
地
対
策
と
し
て
農
業
経
営

拡
大
は
有
効
で
あ
る
。

　

退
職
後
の
「
定
年
帰
農
」
推

進
も
含
め
、
法
人
化
の
メ
リ
ッ

ト
を
広
く
周
知
し
て
い
く
。

　
　

当
町
の
農
業
に
関
す
る
方

向
性
は
決
ま
っ
て
い
る
の
か
。

　
　
　
　
　
　
　

地
元
産
の
大

豆
生
産
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
。
町
内
に
蔵

元
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
調
査
結

果
を
参
考
に
将
来
的
な
方
向
性

を
見
出
し
た
い
。

　
　

耕
作
放
棄
地
対
策
は
。

　
　
　
　
　
　
　

農
業
委
員
会
・

生
産
組
合
・
Ｊ
Ａ
だ
け
で
な
く
、

東
大
高
・
富
貴
地
区
保
全
会
と

も
相
談
を
進
め
る
。

　
　

武
豊
町
の
生
産
年
齢
人
口

（
15
歳
〜
65
歳
）
で
は
、
男
性

が
女
性
に
対
し
１
３
０
０
人
多

い
。

　

近
隣
市
町
の
よ
う
に
出
会
い

の
機
会
と
な
る
イ
ベ
ン
ト
を
積

極
的
に
開
催
す
べ
き
で
は
。

　
　
　
　
　
　

町
の
主
催
す
る

各
種
イ
ベ
ン
ト
に
、
若
い
世
代

の
サ
ー
ク
ル
を
引
き
込
む
努
力

を
し
て
い
く
。

　
　

耐
震
診
断
や
耐
震
改
修
、

耐
震
シ
ェ
ル
タ
ー
、
防
災
ベ
ッ

ト
に
は
補
助
が
あ
る
の
に
、
な

ぜ
通
電
火
災
防
止
の
た
め
の
感

震
ブ
レ
ー
カ
ー
に
は
、
補
助
が

な
い
の
か
。

　
　
　
　

地
震
発
生
後
の
通
電

火
災
防
止
の
た
め
に
は
、
感
震

ブ
レ
ー
カ
ー
は
効
果
的
で
あ
る
。

　

補
助
金
に
つ
い
て
は
、
対
象

者
や
機
器
、
補
助
率
、
補
助
金

の
上
限
額
に
つ
い
て
検
討
し
て

い
く
。

　
　

耐
震
ロ
ー
ラ
ー
作
戦
の
時

に
、
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
項
目

を
設
け
て
は
ど
う
か
。

　
　
　
　

耐
震
ロ
ー
ラ
ー
作
戦

の
世
帯
訪
問
の
時
に
、
設
置
状

況
を
確
認
し
、
未
設
置
世
帯
に

対
し
て
は
、
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー

の
啓
発
チ
ラ
シ
の
配
布
や
説
明

な
ど
を
行
い
、
一
層
の
普
及
を

図
っ
て
い
き
た
い
。

※
他
に
「
橋
梁
お
よ
び
町
道
の

整
備
に
つ
い
て
」
の
質
問
。

個人質問 町政を問う！

石原 壽朗 議員 法人化のメリットを広く周知する
農業法人の設立に向け積極支援を

答

問

冨永 良一 議員

感震ブレーカー設置に補助を
答

問

問問

問 問

問問

答

町
長

答

町
長

答

町
長

答

生
活
経
済
部
長

答

生
活
経
済
部
長

通
電
火
災
防
止
の
た
め

感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
設
置
を

感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
普
及
を

■感震ブレーカー（簡易タイプ） ■感震ブレーカー（分電盤タイプ）

■畑仕事の風景

農
業
課
題
へ
の
早
期
対
応
を

出
会
い
の
機
会
づ
く
り
を

答

教
育
部
長
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平
成
27
年
に
、
地
域
公
共

交
通
計
画
を
変
更
し
た
が
、
主

な
内
容
は
。

　
　
　
　
　
　
　

半
田
市
へ
の

乗
り
入
れ
と
、
ま
ち
づ
く
り
事

業
の
新
規
事
業
を
追
加
し
た
。

　
　

計
画
を
変
更
し
て
、
国
の

補
助
金
に
増
減
は
あ
っ
た
の
か
。

　
　
　
　
　
　
　

半
田
市
に
乗

り
入
れ
る
こ
と
で
、
補
助
金
が

増
額
し
た
。

　
　

現
状
の
、
地
域
公
共
交
通

へ
の
予
算
措
置
へ
の
見
解
は
。

　
　
　
　
　
　

ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
で
、
世
帯
当
た
り
、
年
間
約

１
３
５
０
円
の
税
負
担
は
妥
当

だ
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。

　
　

民
間
の
業
者
に
、
バ
ス
路

線
の
復
活
を
依
頼
し
て
み
て
は

ど
う
か
。

　
　
　
　
　
　
　

今
後
、
委
託

事
業
者
に
意
向
を
聞
い
て
、
可

能
性
を
研
究
し
て
い
く
。

　
　

半
田
市
が
、
平
成
30
年
度

に
、
バ
ス
の
運
行
を
目
指
し
て

い
る
が
、
当
局
の
対
応
は
。

　
　
　
　
　
　

で
き
れ
ば
コ
ー

ス
を
見
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
研

究
し
て
い
き
た
い
。

　
　

更
新
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
管

理
は
ど
こ
が
行
っ
て
い
る
か
。

　
　
　
　
　
　
　

記
事
の
内
容

は
、
秘
書
広
報
課
が
確
認
し
、

更
新
時
期
の
判
断
は
各
担
当
課

で
あ
る
。
現
在
、
イ
ベ
ン
ト
に

つ
い
て
は
、
掲
載
基
準
が
一
律

で
は
な
い
。
今
後
、
ル
ー
ル
作

り
を
早
急
に
行
う
。

　
　

今
回
、
地
方
創
生
交
付
金

を
利
用
し
、
１
０
０
０
万
円
以

上
か
け
て
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
を
行

っ
た
。
今
後
、
新
し
い
取
り
組

み
の
検
討
は
さ
れ
て
い
る
か
。

　
　
　
　

ゆ
め
た
ろ
う
プ
ラ
ン

に
掲
げ
る
「
ま
ち
の
情
報
発
信

を
充
実
す
る
」
を
実
現
す
る
た

め
、
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
後
の
機
能

を
活
か
し
た
記
事
の
充
実
と
、

適
切
な
情
報
提
供
が
で
き
る
体

制
作
り
を
行
っ
て
い
く
。

　

ま
た
、
広
報
紙
に
つ
い
て
も

バ
ッ
ク
ナ
ン
バ
ー
の
閲
覧
や
、

記
事
の
保
存
が
で
き
る
ア
プ
リ

ケ
ー
シ
ョ
ン
「
ｉ
広
報
紙
」
の

利
用
普
及
を
図
り
た
い
。

　
　

武
豊
町
行
革
プ
ラ
ン
の

「
よ
り
少
な
い
経
費
で
最
大
の

効
果
を
」
を
実
施
す
る
の
に
有

効
な
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
て
は
。

　
　
　
　
　
　

４
月
に
リ
ニ
ュ

ー
ア
ル
し
た
ば
か
り
で
体
制
が

整
っ
て
い
な
い
。
運
用
規
定
な

ど
課
題
を
解
決
し
た
後
、
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
、
職
員
の
事
務
力
、

誹
謗
中
傷
な
ど
の
問
題
を
検
討

し
な
が
ら
進
め
た
い
。

個人質問町政を問う！

石川 義治 議員総合計画に基づき充実していく答

今後の地域公共交通の方向性は問

答

総
務
部
長

答

総
務
部
長

答

企
画
部
長

櫻井 雅美 議員地方創生の観点で内容を充実
今後のホームページの方向性は

答

問

問問

問

問問問問

問

地
域
公
共
交
通
の
現
状
は

あ
ら
ゆ
る
可
能
性
の
検
討
を

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
活
用

早
急
に
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活
用
を

答

町
長

答

秘
書
広
報
課
長

答

防
災
交
通
課
長

答

防
災
交
通
課
長

答

防
災
交
通
課
長

■9月16日より広報閲覧アプリは「ｉ広報」から「マチイロ」に

■武豊町コミュニティバス「ゆめころん」
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個人質問 町政を問う！

　

国
の
方
針
で
、
「
民
間
で
で

き
る
こ
と
は
民
間
で
」
と
い
う

大
き
な
政
策
が
あ
り
、
「
２
０

１
６
骨
太
方
針
」
で
公
的
サ
ー

ビ
ス
の
産
業
化
が
言
わ
れ
て
い

る
。

　
　

公
共
下
水
道
を
安
定
的
に

経
営
す
る
た
め
に
、
特
別
会
計

で
な
く
、
な
ぜ
、
公
営
企
業
会

計
で
は
可
能
に
な
る
の
か
。

　
　
　
　
　
　

下
水
道
サ
ー
ビ

ス
を
将
来
に
わ
た
り
安
定
的
に

提
供
し
て
い
く
た
め
に
は
、
公

営
企
業
会
計
を
適
用
し
、
財
務

諸
表
の
作
成
を
通
じ
て
、
自
ら

の
経
営
・
資
産
を
正
確
に
知
る

こ
と
か
ら
可
能
と
な
る
。

　
　

「
公
営
企
業
会
計
」
の

導
入
で
、
資
産
状
況
が
明
ら

か
と
な
り
、
中
長
期
的
な
視

点
に
立
っ
て
事
業
経
営
が
可

能
と
な
る
理
由
は
。

　
　
　
　
　
　

下
水
道
事
業

が
所
有
す
る
資
産
調
査
を
行

う
こ
と
で
、
資
産
規
模
が
明

ら
か
と
な
り
、
将
来
的
に
必

要
な
更
新
・
改
修
費
用
の
見

込
み
額
が
算
出
さ
れ
る
か
ら
で

あ
る
。

　
　

公
営
企
業
会
計
は
、
独
立

採
算
が
基
本
で
あ
る
。
住
民
へ

の
負
担
は
増
え
な
い
か
。

　
　
　
　
　
　

公
営
企
業
会
計

に
移
行
し
て
も
、
財
政
の
「
一

部
適
用
」
で
あ
り
、
事
業
運
営

の
変
更
で
は
な
い
の
で
、
高
負

担
が
課
せ
ら
れ
る
可
能
性
は
な

い
と
考
え
て
い
る
。

※
他
に
「
税
・
使
用
料
な
ど
の

滞
納
整
理
（
時
効
時
期
）
に
つ

い
て
」
の
質
問
。

　

国
勢
調
査
の
1
％
抽
出
速
報

に
よ
る
と
、
高
齢
化
率
は
26
・

7
％
と
な
り
、
初
め
て
4
人
に

一
人
を
超
え
た
。
ま
た
、
15
歳

未
満
の
年
少
人
口
は
過
去
最
低

の
12
・
7
％
で
あ
る
。

　
　

本
町
の
少
子
高
齢
化
の
実

態
は
。

　
　
　
　
　
　
　

8
月
1
日
現

在
、
人
口
4
万
3
0
8
0
人
で
、

高
齢
化
率
24
・
0
％
、
年
少
人

口
割
合
は
14
・
7
％
で
あ
る
。

　
　

人
口
減
少
社
会
の
中
で
、

少
子
化
問
題
は
最
重
要
取
り
組

み
課
題
で
あ
る
と
思
う
が
。

　
　
　
　

人
口
減
少
問
題
は
避

け
て
通
れ
な
い
問
題
で
は
あ
る
。

　

地
方
創
生
総
合
戦
略
に
よ
る
多

方
面
に
わ
た
る
各
種
施
策
に
よ

っ
て
対
応
す
べ
き
と
思
う
。

　
　

南
知
多
町
で
は
、
少
子
化

対
策
と
し
て
、
平
成
29
年
度
か

ら
、
18
歳
ま
で
の
医
療
費
自
己

負
担
を
、
窓
口
負
担
ゼ
ロ
の
現

物
給
付
を
開
始
す
る
。

　

8
月
に
行
わ
れ
た
タ
ウ
ン
ミ

ー
テ
ィ
ン
グ
に
参
加
さ
れ
た
高

校
生
か
ら
、
高
校
生
ま
で
の
無

料
化
の
要
望
が
あ
っ
た
。
本
町

で
も
18
歳
ま
で
の
自
己
負
担
軽

減
の
拡
大
は
で
き
な
い
か
。

　
　
　
　
　

実
現
で
き
れ
ば
と

の
思
い
は
あ
る
が
、
人
口
減
少

問
題
・
少
子
化
対
策
と
し
て
、

現
在
の
と
こ
ろ
で
は
、
検
討
し

て
い
な
い
。

梶田 進 議員 安定した経営を進めるため
どうして下水道を公営企業会計に

答

問

少
子
・
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る

医
療
費
自
己
負
担
の
軽
減
を

本村 強 議員 現時点では検討していない
18歳まで医療費自己負担軽減を

答

問

問問

問

な
ぜ
、企
業
会
計
に
変
更

問 問

答

生
活
経
済
部
長

■公共マス設置工事

問 住
民
へ
の
高
負
担
が
心
配

答

町
長

答

副
町
長

答

建
設
部
長

答

建
設
部
長

答

建
設
部
長
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